
第10章 ICTの利活用及び技術研究開発の推進

	 第1節	 ICTの利活用による国土交通分野のイノベーションの推進
内閣総理大臣を本部長とするIT総合戦略本部（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）と
連携し、「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」（令和2年7月17日改定）
に掲げられた国土交通分野における情報化施策を推進している。

 1　	 ITSの推進
最先端のICTを活用して人・道路・車を一体のシステムとして構築する高度道路交通システム（ITS）
は、高度な道路利用、ドライバーや歩行者の安全性、輸送効率及び快適性の飛躍的向上の実現ととも
に、交通事故や渋滞、環境問題、エネルギー問題等の様々な社会問題の解決を図り、自動車産業、情
報通信産業等の関連分野における新たな市場形成の創出につながっている。
また、令和2年7月に閣議決定された「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基
本計画」並びに平成26年6月にIT総合戦略本部決定され、直近では2年7月に改定された「官民ITS
構想・ロードマップ」に基づき、世界で最も安全で環境にやさしく経済的な道路交通社会の実現を目
指し、交通安全対策・渋滞対策・災害対策等に有効となる道路交通情報の収集・配信に係る取組み等
を積極的に推進している。

①社会に浸透した ITS とその効果
ʢΞʣ&5$ のීٴଅਐͱޮՌ
ETCは、今や日本全国の高速道路及び多くの有料道路で利用可能であり、車載器の新規セット
アップ累計台数は令和3年3月時点で約7,451万台、全国の高速道路での利用率は3年3月時点で約
93.1％となっている。従来高速道路の渋滞原因の約3割を占めていた料金所渋滞はほぼ解消され、
CO2排出削減等、環境負荷の軽減にも寄与している。さらに、ETC専用ICであるスマートICの導入や、
ETC車両を対象とした料金割引等、ETCを活用した施策が実施されるとともに、有料道路以外におい
ても駐車場やドライブスルーでの決済等への応用利用も可能となるなど、ETCを活用したサービスは
広がりと多様化を見せている。

ʢΠʣಓ࿏ަ௨৘ใఏڙのॆ࣮ͱޮՌ
走行経路案内の高度化を目指した道路交通情報通信システム（VICS）対応の車載器は、令和3年3
月時点で約7,048万台が出荷されている。VICSにより旅行時間や渋滞状況、交通規制等の道路交通
情報がリアルタイムに提供されることで、ドライバーの利便性が向上し、走行燃費の改善がCO2排出
削減等の環境負荷の軽減に寄与している。

【関連リンク】
ＥＴＣ総合情報ポータルサイト（再掲）　出典：一般財団法人 ITS サービス高度化機構　URL：https://www.go-etc.jp/
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②新たな ITS サービスの技術開発・普及
ʢΞʣ&5$2�0 のීٴͱ׆༻
平成27年8月より本格的に車

載器の販売が開始されたETC2.0
は、令和3年3月時点で約625万
台がセットアップされている。
ETC2.0では、全国の高速道路

上に設置された約1,800箇所の
ETC2.0路側機を活用し、渋滞回
避支援や安全運転支援等の情報提
供の高度化を図り、交通の円滑化
と安全に向けた取組みを進めてい
る。また、収集した速度や利用経
路、急ブレーキのデータなど、多
種多様できめ細かいビッグデータを活用して、ピンポイント渋滞対策や交通事故対策、生産性の高い
賢い物流管理など、道路ネットワークの機能を最大限に発揮する取組みを推進している。

ʢΠʣઌਐ҆શࣗಈंʢ"47ʣϓϩδΣΫτの推ਐ
先進安全自動車（ASV）推進計

画に基づき、先進技術を利用して
ドライバーの安全運転を支援する
先進安全自動車（ASV）の開発・
実用化・普及に取り組んでいる。
令和2年度には、ドライバーモニ
タリングシステム（眠気・居眠り
検知、脇見等検知）に関するガイ
ドライン策定等を実施した。

 2　	 自動運転の実現
国土交通大臣を本部長とする「国土交通省自動運転戦略本部」において、自動運転に関する重要事

項を検討し、自動運転の実現に向けた環境整備、自動運転技術の開発・普及促進及び自動運転の実現
に向けた実証実験・社会実装の3つの観点から、令和元年11月に今後の取組みについて公表を行った。
自動運転の実現に向けた環境整備については、安全な自動運転車の開発・実用化・普及を図るため

に、令和2年4月に改正道路運送車両法を施行し、自動運転車に関する安全基準を策定した。また、

 図表Ⅱ-10-1-1  ETC2.0による経路上の広域情報や安全運転支援情
報の提供

 図表Ⅱ-10-1-2  ドライバー異常時対応システムのイメージ 
（先進安全自動車（ASV））
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国際的にも、官民一体となって国連における議論を主導し、同年6月に国内基準と同等の国際基準が
成立した。今般の制度整備により、同年11月に世界で初めて自動運転車（レベル3）の型式指定を行っ
た。さらに、自動運転の推進にあたっては、車両だけでなくインフラとしての道路からも支援する必
要があるため、自動運転車の運行を補助する施設（磁気マーカ等）を「自動運行補助施設」として道
路附属物に位置付けるとともに、民間事業者が整備した場合は占用物件とする、道路法等の改正につ
いて、同年11月に施行し、自動運行補助施設（路面施設）の技術基準等を策定した。
自動運転技術の開発・普及促進については、バスのドライバー不足の解決に資する自動運転バス車
両の実用化に向け、大型自動車メーカー等と協働し、技術開発を進めているほか、衝突被害軽減ブレー
キ等の安全運転支援機能を備えた車「安全運転サポート車（サポカー）」の普及啓発・導入促進、高
速道路の合流部等での情報提供による自動運転の支援や、自動運転を視野に入れた除雪車の高度化に
取り組んでいる。
自動運転の実現に向けた実証実験・社会実装については、最寄駅等と目的地を結ぶ「ラストマイル
自動運転」に関し、令和3年3月までに福井県永平寺町及び沖縄県北谷町において無人自動運転移動
サービスを開始したほか、全国5地域において中型自動運転バスを使用した実証実験を実施した。ま
た、「中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転サービス」に関する長期間（1～ 2箇月）
の実証実験を平成30年11月から実施するとともに、「ニュータウンにおける自動運転サービスの実
証実験」を31年2月に実施している。このうち、令和元年11月に自動運転サービスを本格導入した
道の駅「かみこあに」では、1年以上にわたる安全な運行管理、延べ6,000kmを超える安全な運行
を継続している。加えて、トラックのドライバー不足の解決に資する「トラックの隊列走行」につい
て、令和3年2月には新東名高速道路において、後続車無人隊列走行を実現した。高速道路でのトラッ
ク隊列走行の実現も見据え、新東名・新名神の6車線化により、三大都市圏をつなぐダブルネットワー
クの安定性・効率性をさらに向上させるとともに、本線合流部での安全対策など、新東名・新名神を
中心に自動運転・隊列走行等の実現に向けたインフラ側からの支援策について検討を推進している。

動　画

日本初！！秋田県上小阿仁村で自動運転サービス本格導入！（再掲）
URL：https://www.youtube.com/watch?v=mus70syP6yE

動　画

高速道路におけるトラックの後続車無人隊列走行技術を実
現しました [1] 技術説明（再掲）
URL：https://www.youtube.com/watch?v=cdLg6QbErms 動　画

高速道路におけるトラックの後続車無人隊列走行技術を実
現しました [2] 走行時の様子（再掲）
URL：https://www.youtube.com/watch?v=GZf19fC_DPw
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 3　	 地理空間情報を高度に活用する社会の実現
誰もがいつでもどこでも必要な地理空間情報஫ 1を活用できる「G空間社会（地理空間情報高度活用

社会）」の実現のため、平成29年3月に閣議決定された「地理空間情報活用推進基本計画」に基づき、
ICT等の技術を用いて、地理空間情報の更に高度な利活用に向けた取組みを推進している。

（ 1 ）社会の基盤となる地理空間情報の整備・更新
電子地図上の位置の基準として共通に使用される基盤地図情報஫ 2及びこれに国土管理等に必要な情
報を付加した国の基本図である電子国土基本図஫ 3について、関係行政機関等と連携して迅速な整備・
更新を進めている。また、空中写真、地名に関する情報や国土数値情報、電子基準点による地殻変動
の常時監視、都市計画基礎調査により得られたデータのGIS化等の推進等、国土に関する様々な情報
の整備を行っている。さらに、今後の災害に備えたハザードマップ整備のための基礎資料となる地形
分類等の情報整備、発災時における空中写真の緊急撮影等、迅速な国土の情報の把握及び提供を可能
とする体制の整備等を行っている。

（ 2 ）地理空間情報の活用促進に向けた取組み
各主体が整備する様々な地理空間情報の集約・提供を行うG空間情報センターを中核とした地理空
間情報の流通の推進、Web上での重ね合わせができる地理院地図஫ �の充実等、社会全体での地理空
間情報の共有と相互利用を更に促進するための取組みを推進している。さらに、近年激甚化しつつ多
発する自然災害を受け、地形や明治期の低湿地データ、地形分類図、自然災害伝承碑等の地理院地図
を通じて提供する地理空間情報が、地域における自然災害へのリスクを把握する上で極めて有用であ
ることから、防災・減災の実現等につながるそれらの地理空間情報の活用力の向上を意図して、地理
院地図の普及活動を行った。具体的には、国土地理院地方測量部等による出前授業や教員研修の支援、
教科書出版社への説明会、教育関係者に対してオンライン教育コンテンツの拡充に関する情報発信等
を実施した。また、地理空間情報を活用した技術を社会実装するためのG空間プロジェクトの推進の
ほか、産学官連携による「G空間EXPO2020」の開催（令和2年11月～ 12月）など、更なる普及・
人材育成の取組みを行った。

஫ 1ɹ ۭ ্ؒのಛఆの஍఺ຢ͸۠ҬのҐஔΛࣔ͢৘ใʢ౰֘৘ใʹ܎Δ࣌఺ʹؔ͢Δ৘ใΛؚΉʣٴͼ͜の৘ใʹؔ࿈͚ͮΒ
Εͨ৘ใɻ( ۭؒ৘ใʢ(FPTQBUJBM *OGPSNBUJPOʣͱ΋ݺ͹ΕΔɻ

஫ 2ɹ ి ੓۠ը౳ߦքઢɺڥઃのࢪڞઢɺެ؛४఺ɺւج४ͱͳΔɺଌྔのج஍ਤ্ʹ͓͚Δ஍ཧۭؒ৘ใのҐஔΛఆΊΔࢠ
のҐஔ৘ใɻ߲໨΍ج४౳͸ࠃ౔ަ௨লྩ౳Ͱఆٛ͞ΕΔɻࠃ౔஍ཧӃʹ͓͍ͯɺ平成 23 年౓·Ͱʹॳظ੔උ͕ߦΘΕɺ
৽͞Ε͍ͯΔɻߋຊਤͱҰମͱͳͬͯج౔ࠃࢠ͸ిࡏݱ

஫ 3ɹ ͜ Ε·Ͱの 2 万 5 ઍ෼ 1 ஍ܗਤΛ͸͡Ίͱ͢Δࢴの஍ਤʹ୅Θͬͯɺిࢠతʹ੔උ͞ΕΔզ͕ࠃのجຊਤɻզ͕ࠃのྖ
౔Λద੾ʹදࣔ͢Δͱͱ΋ʹɺશࠃ౔のঢ়گΛࣔ͢࠷΋جຊతͳ৘ใͱͯ͠ɺࠃ౔஍ཧӃ͕੔උ͢Δ஍ཧۭؒ৘ใɻ

஫ �ɹ ࠃ౔஍ཧӃのӡ༻͢Δ΢Σϒ஍ਤʢIUUQT���NBQT�HTJ�HP�KQ�ʣɻࠃ౔஍ཧӃ͕੔උͨ͠஍ܗਤɺࣸਅɺඪߴɺ஍ܗ෼ྨɺ
తʹ഑৴ɻݩ৘ใ౳の஍ཧۭؒ৘ใΛҰ֐ࡂ
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国土地理院は、国連や世界の地理空間情報当局をはじめとする多様なパートナーとともに、
デジタル時代にふさわしいウェブ地図技術の能力構築を進めています。

国土地理院は我が国の地理空間情報当局として、インターネットに地図を刊行するウェブ地
図「地理院地図」や、世界の地理空間情報当局とともにデジタル地図の管理能力の構築を進め
る「地球地図」で、世界的にも先進的な実績をあげてきました。

これらの実績に基づき、平成 29 年以降、国連地理空間情報課に国土地理院職員を派遣し、国
連と世界のウェブ地図に関する能力構築を進めています。

能力構築に用いるソフトウェアは、国連オープン GIS イニシアティブのもと、自由で開かれ
た地理空間ソフトウェア（FOSS4G）である国連ベクトルタイルツールキット（UNVT）として
公表し、多様なステークホルダーによる実践コミュニティが形成されています。

UNVT は、国連平和維持活動や人道支援を後方支援する国連グローバルサービスセンターへの
配備が進められているほか、国土地理院の「地理院地図 Vector」にも採用されています。また、
さらなる幅広い能力構築のために、超小型 PC への実装も進められています。

今後も UNVT は、日本政府の SDGs アクションプラン 2021 に基づき、国連イニシアティブや
地方公共団体との連携、産学官連携を含む国内外のパートナーシップを通じて、防災を含む多
分野での地理空間情報の利活用を推進していきます。
　　　図1　国連ベクトルタイルツールキットのロゴ　　　　　　　図2　国連ベクトルタイルツールキットを導入した超小型PC

　　

【関連リンク】
国連ベクトルタイルツールキット　https://github.com/unvt
国連オープン GIS イニシアティブ　http://unopengis.org/
国土地理院ホームページ　https://www.gsi.go.jp/
地理院地図 Vector　https://maps.gsi.go.jp/vector/

ίϥϜ 国連ベクトルタイルツールキットとは？
～世界とともに地図をつくる～
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 4　	 電子政府の実現
「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」等に基づき、電子政府の実現
に向けた取組みを行っている。特に、国・地方を通じた行政全体のデジタル化により、国民・事業者
の利便性向上を図る施策については、「デジタル・ガバメント実行計画」（令和2年12月25日閣議決
定）を踏まえ、政府全体で取組みを進めており、国土交通省においても「国土交通省デジタル・ガバ
メント中長期計画」（令和2年3月）に基づき、取組みを積極的に推進している。
また、「規制改革実施計画」（令和2年7月閣議決定）において、新型コロナウイルス感染症の危機

を経て明らかになった課題への対応という観点から、行政手続における書面規制・押印、対面規制の
抜本的な見直しを行い、原則として全ての手続について、必要な法令等の改正やオンライン化を行う
こととされており、国土交通省所管手続についてもこれに基づき速やかに対応を進めているところで
ある。
自動車保有関係手続に関しては、検査・登録、保管場所証明、自動車諸税の納付等の諸手続をオン

ラインで一括して行うことができる“ワンストップサービス（OSS）”を平成17年から新車の新規登
録を対象として、関係省庁と連携して開始し、以後、対象地域や対象手続の拡大を進めてきた。
OSSの利用は、新車新規登録手続について令和元年度で123.5万件（46.6％）、継続検査について

令和元年度で518.8万件（33％）となっている。平成30年度から新車新規登録手続については5.8％、
継続検査については16.3％利用率が伸びており、利用が拡大しているものの、中間登録については
ほとんど利用されておらず更なる利用促進策を講じることが必要となっている。
令和2年12月4日に「オンライン利用率引上げの基本計画」を策定し、新規登録手続、中間登録

手続のOSS利用率引上げのための目標及びオンライン利用率引き上げに係る課題とその解決に向けた
アクションプランを決定した。アクションプランに基づき、令和2年度は、マイナンバーカードを活
用したOSS申請の優良事例の横展開に向けた調査などに取り組んだ。
また、継続検査については、OSSで手続を行った場合であっても、自動車検査証の受取のための運

輸支局等への来訪が必要となっていることが、OSSの更なる利用促進に向けた課題の一つである。こ
れを解消するため、令和元年5月に「道路運送車両法」を改正し、自動車検査証を電子化するととも
に、自動車検査証への記録等の事務を国から委託する制度を創設したところである。現在、電子化さ
れた自動車検査証を5年1月に確実かつ円滑に導入すべく準備を進めている。

 5　	 公共施設管理用光ファイバ及びその収容空間等の整備・開放
e-Japan重点計画等を契機として、河川、道路、港湾及び下水道において、公共施設管理用光ファ

イバ及びその収容空間等の整備・開放を推進している。令和2年3月現在で、国の管理する河川・
道路管理用光ファイバの累計延長は約38,000kmあり、そのうち施設管理に影響しない一部の芯線約
18,000kmを民間事業者等へ開放し、利用申込みを受け付けた。
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 6　	 ICTの利活用による高度な水管理・水防災
近年IoT、AI、5G等の情報通信技術が著しく進歩する中、Society 5.0の実現を目標として、他分野
との連携を図りながら、新たな技術を積極的に活用し、水管理・水防災の高度化を進めている。
河川氾濫・流域監視のため、雨量観測においては、広域的な豪雨や局所的な集中豪雨を高精度・高
分解能・高頻度でほぼリアルタイムに把握できるXRAIN（国土交通省高性能レーダ雨量計ネットワー
ク）を整備し、配信エリアを全国に順次拡大している。また、最新のIoT、ICT技術を活用し、洪水
時の観測に特化した低コストな危機管理型水位計や静止画像を無線で伝送する簡易型河川監視カメラ
の設置、グリーンレーザを搭載し水面下も点群計測が可能なドローンの実装、無人化・省力化を目的
とした流量観測機器やドローンの活用による河川巡視の高度化・省人化や砂防関係施設点検の省力化
を目的とした技術開発を進めている。
また、豪雨等により発生する土砂災害に対しては、平常時より広域的な降雨状況を高精度に把握す
るレーダ雨量計、監視カメラ、地すべり監視システム等で異常の有無を監視している。また、大規模
な斜面崩壊の発生に対し、迅速な応急復旧対策や的確な警戒避難による被害の防止・軽減のため、発
生位置・規模等を早期に検知する取組みを進めている。
また、災害時の浸水範囲・土砂崩壊箇所の把握にあたっては、平成29年5月に国土交通省とJAXA
で締結した「人工衛星等を用いた災害に関する情報提供協力にかかる協定」に基づき、JAXAの有す
る陸域観測技術衛星（だいち2号）による緊急観測データを活用する取組みを進めている。
下水道分野においては、局地的な大雨等に対して浸水被害の軽減を図るため、センサー、レーダー
等に基づく管路内水位、雨量、浸水等の観測情報の活用により、既存施設の能力を最大限活用した効
率的な運用、地域住民の自助・共助の促進を支援する取組みや、樋門等の自動化・無動力化・遠隔操
作化を支援する取組みを進めている。

 7　	 オープンデータ化の推進
「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」における官民データの利活用
に向けた環境整備として、国、地方公共団体等におけるオープンデータの取組みを積極的に推進して
いる。その一つとして、内閣官房の主催により平成30年1月以降に開催されている「オープンデー
タ官民ラウンドテーブル」（民間企業等のデータ活用を希望する者と、データを保有する府省庁等が
直接対話する場）を通じて、利用者の具体的ニーズを把握しつつ、国土交通省が保有するデータのオー
プンデータ化に向けた検討を行っている。
このような中、公共交通分野におけるオープンデータ化の推進については、オープンデータ化に向

けた機運醸成を図ることを目的として、平成29年3月より官民の関係者で構成する「公共交通分野
におけるオープンデータ推進に関する検討会」を開催し、同年5月にとりまとめた中間整理の中で、
当面、①官民連携による実証実験、②運行情報（位置情報等）、移動制約者の移動に資する情報のオー
プンデータ化の検討、③地方部におけるオープンデータ化の推進について取り組むべきとされたこと
を踏まえ、平成30年度より、公共交通機関における運行情報等の提供の充実を図るため、オープンデー
タを活用した情報提供の実証実験を官民連携して実施している。また、持続可能なオープンデータ化
の推進を目的として、対象とするデータの範囲、流通の仕組み等を整理する共通指針の策定を開始した。
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 8　	 ビッグデータの活用
（ 1 ）IT・ビッグデータを活用した地域道路経済戦略の推進
地域経済・社会における課題を柔軟かつ強力に解決し、成長を支えていくため、ICTやビッグデー

タを最大限に利活用した地域道路経済戦略を推進している。
ETC2.0が平成27年8月に本格導入され、道路交通の速度等のビッグデータを収集する体制が構築

されており、ETC2.0車載器は、約625万台（令和3年3月時点）まで普及。こういった中、地域の
交通課題の解消に向けて、27年12月より、全国10箇地域に学官連携で地域道路経済戦略研究会が
設立され、各地域での課題を踏まえたETC2.0を含む多様なビッグデータを活用した道路政策や社会
実験の実施について検討を進めている。
例えば、急増する訪日外国人観光客のレンタカー利用による事故を防止するため、外国人レンタカー

利用の多い空港周辺から出発するレンタカーを対象に、ETC2.0の急ブレーキデータ等を活用して、
外国人特有の事故危険箇所を特定し、多言語注意喚起看板の設置や多言語対応のパンフレットでの注
意喚起等のピンポイント事故対策に取り組んでいる。
また、ETC2.0データを官民連携で活用することで、民間での新たなサービスの創出を促し、地域

のモビリティサービスの強化を推進している。

（ 2 ）交通関連ビッグデータを活用した新たなまちづくり
交通関連ビッグデータ等から得られる個人単位の行動データをはじめとした各種データを活用し、

多様なシミュレーションや施策の見える化等を行い、各主体間で地域の情報を共有しながら地域のま
ちづくりを考える「スマート・プランニング」の取組を推進している。
令和2年度は、これまでにも取り組んできた滞在時間や歩行者交通量のシミュレーションの高度化

に加え、評価できる施策や評価指標の充実のほか、地方自治体の都市計画実務者を対象とした「スマー
ト・プランニング」に関するセミナーを開催する等、普及にも取組んでいる。

（ 3 ）ビッグデータを活用した地形図の修正
地形図は、国土の基本図として様々な地図のベースとして利用されるとともに、登山者やハイカー

にも利用されている。この地形図の登山道をより正確に表示するため、登山者がスマートフォンで取
得した経路情報（ビッグデータ）を活用して地形図を修正する取組みを進めている。令和2年度は、
民間事業者との協力協定により提供されたビッグデータを活用して、全国の主な山の登山道を修正し
た。

 9　	 気象データを活用したビジネスにおける生産性向上の取組み
IoTやAIという急速に進展するICT技術をビッグデータである気象データと組み合わせることで、

農業、小売業、運輸業、観光業など幅広い産業において、業務の効率化や売上増加、安全性向上など
が期待されている。このため、気象庁では、産学官連携の「気象ビジネス推進コンソーシアム（WXBC）」
（平成29年3月設立）等を通じ、産業界のニーズや課題を把握するとともに、これらに対応した新た
な気象データの提供等により、気象データの利活用を促進している。
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令和2年度は、新たな気象デー
タとして、「推計気象分布（日照
時間）」、「日本沿岸海況監視予測
システムGPV」等の提供を開始
した。また、気象データ等を活用
して企業におけるビジネス創出や
課題解決ができる人材「気象デー
タアナリスト」を民間講座により
育成するために、教育内容等が一
定以上の水準を満たすと認められ
る講座を認定する事とし、講座を
実施する企業の募集を開始した。

 10	 スマートシティの推進
（ 1 ）スマートシティの推進
AI、IoT等の新技術、官民データをまちづくりに取り込み、都市の抱える課題解決を図るスマート
シティについて、内閣府、総務省、経済産業省と共同で、2019年8月に設立した企業、大学・研究
機関、地方公共団体、関係府省等を会員とする「スマートシティ官民連携プラットフォーム」を通じ
て、事業支援、分科会の開催、マッチング支援、普及促進活動等を実施している。国土交通省におい
ては、令和元年に引き続き2年7月に全国の牽引役となる先駆的な取組みを行う7つの「先行モデル
プロジェクト」等を追加選定し、都市サービスの導入に向けた実証実験の実施への支援など重点的に
支援を行った。今後もモデル事業等から得られた知見を基に策定したガイドブックの普及展開等を通
じて、成功モデルの全国展開を促進し、スマートシティを強力に推進していく。

（ 2 ）3D 都市モデル（PLATEAU）
国土交通省では、2021年3月までに、全国50以上の都市で3D都市モデルを整備し、多様な分野
における3D都市モデルのユースケース開発の実証を行った。例えば、社会実装が進むドローンにつ
いて、3D都市モデルを活用したフライトシミュレーションを実施し、その有用性を検証するとともに、
物流ドローンが撮影する配送ルート上の航空写真を活用することによる3D都市モデルの更新の可能
性についても検証を行った。この結果、3D都市モデルを活用した航路シミュレーターを用いることで、
これまで要していたドローン航行のための準備時間を大幅に短縮することができ、移動費や人件費な
どを削減できる可能性が示唆された。また、物流ドローンが撮影した航空写真を用いて3D都市モデ
ルの更新が可能であることが確認された。同時に、それぞれ実用に向けた課題も明らかになったとこ
ろである。今後も、PLATEAUを活用した都市計画・まちづくり、防災、都市サービス創出等の実現
を目指す「まちづくりのDX」の取組みを推進していく。

	 図表Ⅱ-10-1-3	� 気象データの利活用促進による各分野における生
産性向上

【関連リンク】
スマートシティ官民連携プラットフォーム　URL：https://www.mlit.go.jp/scpf/
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 11	 国土交通データプラットフォーム
インフラ分野内において先行的にBIM/CIMやICT施工により作成される3次元データをはじめと

したi-Constructionの取組みにより得られるデータや、地盤情報、民間建築物等の国土に関する情報
をサイバー空間上に再現するプラットフォームを構築し、さらに官民が保有する公共交通や物流・
商流等の経済活動に関するデータや気象等の自然現象に関するデータを連携させる国土交通データプ
ラットフォームを構築し、施策の高度化やイノベーション創出を目指している。
i-Constructionの取り組み等を通じて蓄積したデジタルデータの利活用や、産学官連携によるデー

タ連携を進めるため、令和元年10月に設置した国土交通データ協議会を活用し、国土交通データプ
ラットフォームの整備を進める。2年4月には、国や地方公共団体の保有する橋梁やトンネル、ダム
や水門などの社会インフラの諸元やボーリング結果と連携し、同一地図上で表示・検索・ダウンロー
ドを可能とした「国土交通データプラットフォームver1.0」を公表し、その後、連携データを随時拡
充している。
国土交通データプラットフォームの利活用を促進するため、国土交通省の工事成果品を対象に検索

で使用するメタデータを自動で生成するプログラムの試作を進めている。また、2次元CAD図面から
3次元モデルを作成する技術を開発し、国土交通データプラットフォームへの実装を図る。

	 第2節	 技術研究開発の推進

 1	 技術政策における技術研究開発の位置づけと総合的な推進
国土交通省では「科学技術基本計画」（平成28年1月22日閣議決定）等の政府全体の方針を踏ま

えつつ、「第4期国土交通省技術基本計画」（平成29年3月策定）のもと効果的・効率的な産学官連
携を図りながら技術研究開発を推進するとともに、公共事業及び建設・交通産業等への開発成果の社
会実装に努めている。また、社会資本整備審議会・交通政策審議会技術部会の下に設置した「国土交
通技術行政の基本政策懇談会」において、新型コロナウイルス感染症がもたらす変化への対応や、自
然災害の激甚化を踏まえた防災・減災対策など、今後の技術政策の方向性について令和2年8月から
12月にかけて議論した。

（ 1 ）施設等機関、特別の機関、外局、国立研究開発法人等における取組み
施設等機関、特別の機関、外局や国土交通省所管の国立研究開発法人等における主な取組みは図表

のとおりである。国立研究開発法人においては、我が国における科学技術の水準の向上を通じた国民
経済の健全な発展その他の公益に資するため研究開発の最大限の成果を確保することを目的とし、社
会・行政ニーズに対応した研究を重点的・効率的に行っている。また、国土強靭化を中心としたイン
フラに係る革新的技術を公共事業等で活用するために、政府出資を活用して産・学の研究開発を支援
する研究委託制度を創設し、令和元年度より、各国立研究開発法人において設定した研究開発課題に
関する公募・採択を行い、研究開発を支援している。

【関連リンク】
国土交通データプラットフォーム　URL：https://www.mlit-data.jp/platform/
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 図表Ⅱ-10-2-1 施設等機関、特別の機関、外局における令和2年度の主な取組み

౳ؔػ ಺　　　　　༰

౔஍ཧӃࠃ
஍ཧ஍֪׆ಈڀݚηϯλʔʹ͓͍ͯɺʮ"* Λ׆༻ͨ͠஍෺ࣗಈநग़ʹؔ͢ΔڀݚʯɺʮೆւτϥϑԊ͍のڊେ஍震ൃੜʹର
Ԡ͢ΔͨΊのߴਫ਼౓ͳ஍֪׆ಈ೺Ѳख๏のڀݚ։ൃʯɺʮ͍ڧʹ֐ࡂҐஔ৘ใのج൫ʢࠃՈ࠲ඪʣߏஙのͨΊのӉ஦ଌ஍ٕ
ज़のߴ౓Խʹؔ͢Δڀݚʯ౳ɺ஍ཧۭؒ৘ใߴ౓׆༻ࣾձの࣮ݱͱ๷ࡂɾ͢ݙߩʹڥ؀ΔͨΊのڀݚ։ൃΛ࣮ࢪ

ॴڀݚࡦ౔ަ௨੓ࠃ

ল಺֤ہのࡦࢪのاըཱҊɺԁ׈ͳ࣮͢ࢿʹࢪΔ੓ڀݚࡦͱͯ͠ɺʮΠϯϑϥγεςϜւ֎ల։のͨΊのؔ࿈ج४ɾۀࣄ
εΩʔϜ౳の͑ݟΔԽɾಁ໌Խʢ৽ࠃڵʹ͓͚ΔΠϯϑϥ੔උのϦʔϓϑϩοάʢൃలஈ֊のඈͼӽ͑ʣྫࣄௐࠪʣʯɺʮ஍
Ҭۀ࢈の׆性Խʹ͢ࢿΔ༌ग़ྗڧԽʹۭߤ͚ͨ޲՟෺༌ૹのࢢ৔࣮ଶʯɺʮ෺ྲྀ෼໺ʹ͓͚Δߴ౓ਓࡐのҭ成ɾ֬อʯɺʮϏ
δωεδΣοτར༻ʹΑΔ஍Ҭࡁܦ೾ޮٴՌʯͳͲੜ࢈性ͱ成௕ྗのҾ্͛のՃ଎΍ɺʮ·ͪɾ஍Ҭͮ͘りΛ͑ࢧΔϞϏ
ϦςΟのߴ౓Խɾ઀ଓվળ౳ʯɺʮఆॅ性の؍఺͔ΒΈͨ࣋ଓՄೳͳ౎ػࢢೳのධՁのありํʯͳͲ๛͔ͳ฻Β͠΍͍͢஍
Ҭͮ͘りʹؔ͢ΔௐࠪڀݚΛ࣮ࢪ

ࡦ౔ٕज़੓ࠃ
総߹ڀݚॴ

ʮܹਙԽ͢Δؾ৅֐ࡂʹର͠յΕʹ͍͘ߏ଄Ͱ೪り͘ڧੜ׆ΛकΔఅ๷の։ൃʯɺʮूத߽ӍʹΑΔ౔࠭ɾߑਫ൙ཞରࢪࡦ
ઃの഑ஔ計ըʹؔ͢Δݕ౼ʯ౳のࠃ౔Λڧ㔸Խ͠ɺࠃຽの͍のͪͱ͘Β͠Λ·΋Δڀݚɺʮެڞ௞ିॅ୐のݐઃۀࣄʹద
ͨ͠ #*. Ϟσϧの։ൃʯɺʮ"* Λಋೖͨ͠Լਫॲཧ৔ӡసૢ࡞ख๏΍ަ௨ྔ؍ଌख๏の։ൃʯ౳のࣾձのੜ࢈性ͱ成௕ྗΛ
Δ計ըධՁٕज़の։ൃʯɺʮΈͳͱ·ͪͮ͘りの܎ʹ໰୊ղܾࢢԉのͨΊのओཁͳ౎ࢧɺʮεϚʔτγςΟ推ਐڀݚΊΔߴ
ϙΠϯτͱͳΔۭؒߏ成ख๏ɺ計ըख๏౳の։ൃʯ౳の๛͔Ͱ฻Β͠΍͍͢஍Ҭɾڥ؀Λ૑Δڀݚの 3 ͭΛॏ఺෼໺ͱͯ͠ɺ
Αり҆શɾ҆৺Ͱྗ׆ͱັྗあΔࣾձΛͭ͘ΔͨΊのڀݚΛ࣮ࢪɻ

ॴڀݚ৅ؾ৅ிؾ ʮ୆෩ɾू த߽Ӎରࡦ౳のڧԽʯɺʮ஍震ɾՐࢁɾ௡೾֐ࡂରࡦのڧԽʯٴͼʮީؾมಈɾ஍ڥ؀ٿରࡦのڧԽʯʹ͢ࢿΔؾ৅ɾ
ࢪ౳Λ࣮ڀݚ৅ղ໌ͱ༧ଌݱɾւ༸のࢁɾ஍震Րީؾ

ւ্อ҆ி ւ্อ҆ۀ຿ʹ࢖༻͢Δثػɾٴࡐࢿͼւ্ʹ͓͚ΔՊֶ૞ࠪʹ͍ͭͯのڀݚݧࢼฒͼʹւఈ஍֪มಈ؍ଌٕज़のߴ౓Խ
ʹؔ͢Δڀݚ౳Λ࣮ࢪ

 図表Ⅱ-10-2-2 国土交通省所管の国立研究開発法人等における令和2年度の主な取組み

։ൃ๏ਓ౳ڀݚཱࠃ ಺　　　　　༰

౔໦ڀݚॴ※ ྑ࣭ͳࣾձࢿຊのޮ཰తͳ੔උٴͼ๺ւಓの։ൃの推ਐʹ͢ࢿΔ͜ͱΛ໨తͱ͠ɺʮ҆શɾ҆৺ͳࣾձの࣮ݱʯɺʮࣾձࢿ
ຊのઓུతͳҡ؅࣋ཧɾߋ৽ʯɺʮ࣋ଓՄೳͰྗ׆あΔࣾձの࣮ݱʯʹ͢ݙߩΔͨΊのڀݚ։ൃΛ࣮ࢪ

※ॴڀݚஙݐ
ʮڊେ஍震౳のࣗવ֐ࡂʹΑΔଛই΍౗յの๷͢ࢿʹࢭΔɺݐங෺のߏ଄҆શ性Λ֬อ͢ΔͨΊのٕज़։ൃʯɺʮԹࣨޮՌ

Ψεのഉग़͢ࢿʹݮ࡟Δɺॅ୐ɾݐஙɾ౎ࢢ෼໺ʹ͓͚Δڥ؀ͱௐ࿨ͨ͠ݯࢿɾΤωϧΪʔのޮ཰తར༻Λ࣮͢ݱΔͨΊ
のٕज़։ൃʯ౳ɺॅ୐ɾݐஙٴͼ౎ࢢ計ըʹ܎Δٕज़ʹؔ͢Δڀݚ։ൃฒͼʹ஍震ֶ޻ʹؔ͢ΔݚमੜのݚमΛ࣮ࢪ

ަ௨҆શڀݚڥ؀ॴ ʮੈ࣍୅େंܕ։ ɾൃ࣮ ༻Խଅਐʯɺʮาंؒ௨৴のཁ݅ʹؔ͢Δௐࠪʯ౳ɺ཮্༌ૹの҆શ֬อɺڥ؀อશ౳ʹ܎Δڀݚݧࢼɺ
ࣗಈंのٕज़ج४ద߹性৹ࠪɺϦίʔϧʹ܎Δٕज़తূݕΛ࣮ࢪ

ւ্ɾߓ࿷ɾ
※ॴڀݚज़ٕۭߤ

ʢ෼໺ԣஅతͳڀݚʣ
ʮੈ࣍୅ւ༸ݯࢿௐٕࠪज़ʹؔ͠ɺւதͰの޻ࢪɺ༸্ج஍ͱւఈͱの༌ૹɾ௨৴ʹ܎Δڀݚ։ൃʯɺʮट౎ߓۭݍのػೳ

ڝࡍࠃ։ൃʯ౳ɺւ༸のར༻推ਐͱڀݚΔ܎ʹ౳্޲؅ཧのޮ཰性の࣋Πϯϑϥの҆શ性ɾҡߓ૸࿏౳ۭ׈Խʹؔ͠ɺڧ
૪ྗのڧԽͱ͍ͬͨ՝୊ٴͼʮେن໛࣌֐ࡂʹରԠͨ͠ইපऀ༌ૹ΍ඃࡂ஍΁のࢧԉ෺ࢿ༌ૹΛޮ཰తʹͨ͏ߦΊのγ
ϛϡϨʔγϣϯٕज़のڀݚ։ൃʯ౳ɺ๷ٴࡂͼࡂݮରࡦの推ਐͱ͍ͬͨ՝୊ʹ͍ͭͯɺ෼໺ԣஅతͳڀݚ։ൃΛ࣮ࢪ

ʢધഫʹ܎Δٕज़ٴͼ͜ΕΛ׆༻ͨ͠ւ༸のར༻౳ʹ܎Δٕज़ʹؔ͢Δڀݚ։ൃʣ
ʮઌਐతͳધഫの҆શ性ධՁख๏ٴͼߋͳΔ߹ཧతͳ҆શ੍نのମܥԽʹؔ͢Δڀݚ։ൃʯɺʮધഫのάϦʔϯɾΠϊϕʔ

γϣϯの࣮͢ࢿʹݱΔֵ৽తͳٕज़ٴͼ࣮ւҬʹ͓͚Δӡߤ性ೳධՁख๏ʹؔ͢Δڀݚ։ൃʯɺʮւ༸࠶ੜՄೳΤωϧΪʔ
ੜ࢈γεςϜʹ܎Δج൫ٕज़ٴͼ҆શ性ධՁख๏のཱ֬ʹؔ͢Δڀݚ։ൃʯɺʮւۀ࢈ࣄのൃలΛ͑ࢧΔٕज़ֵ৽ͱਓࡐҭ
成ʹ͢ࢿΔٕज़ʹؔ͢Δڀݚ։ൃʯ౳ɺւ্༌ૹの҆શの֬อɺւ༸ڥ؀のอશɺւ༸の։ൃٴͼւ্༌ૹΛ͑ࢧΔج൫
తͳٕज़։ൃΛ࣮ࢪ

ʢߓ࿷ɺߤ࿏ɺւٴ؛ͼඈߦ৔౳ʹ܎Δٕज़ʹؔ͢Δڀݚ։ൃʣ
ʮ஍震֐ࡂのܰݮ΍෮چʹؔ͢Δڀݚ։ൃʯɺʮڝࡍࠃ૪ྗ֬อのͨΊのߓ࿷΍ۭػߓೳのڧԽʹؔ͢Δڀݚ։ൃʯɺʮԕִ

཭ౡͰのߓ࿷੔උ΍ւ༸ʹ͓͚ΔޮՌతͳΤωϧΪʔ֬อͳͲւ༸の։ൃͱར༻ʹؔ͢Δڀݚ։ൃʯɺʮԊ؛ੜଶܥのอશ
΍׆༻ʹؔ͢Δڀݚ։ൃʯ౳ɺԊ؛Ҭʹ͓͚Δ֐ࡂのܰݮͱ෮چɺۀ࢈ͱࠃຽੜ׆Λ͑ࢧΔετοΫのܗ成ɺւ༸ݖӹの
อશͱւ༸のར׆༻ɺւҬڥ؀のܗ成ͱ׆༻ʹؔ͢Δڀݚ։ൃΛ࣮ࢪ

ʢిߤࢠ๏ʹؔ͢Δڀݚ։ൃʣ
ʮશػۭߤのඈܦߦ࿏ͱ௨աࠁ࣌ʹΑͬͯަۭߤ௨Λ؅ཧ͢Δيಓϕʔεӡ༻ΛՄೳͱ͢Δٕज़ʹؔ͢Δڀݚ։ൃʯɺʮӴ

੕ߤ๏ʹΑΔਐೖண཮γεςϜΛ༻͍ͨۂઢਫ਼ີਐೖ౳のߴ౓ͳӡࣜํߤ౳ʹؔ͢Δڀݚ։ൃʯɺʮػۭߤのඈ؅ߦཧγε
ςϜ͕ͭ࣋ӡߤ৘ใͳͲΛ஍্ʹ఻ૹͯ͠ަۭߤ௨؅ཧʹ׆༻͢Δٕज़ʹؔ͢Δڀݚ։ൃʯɺʮҟछγεςϜؒの৘ใަ׵
ʹ͓͍ͯ҆શ性のอূ͞Εͨڞ௨σʔλج൫のߏஙʹؔ͢Δڀݚ։ൃʯ౳ɺيಓϕʔεӡ༻ʹΑΔަۭߤ௨؅ཧのߴ౓Խɺ
։ൃΛڀݚ౓Խʹؔ͢Δߴͼ௨৴のٴ༗ڞの৘ใؒऀ܎దԽɺؔ࠷௨のަۭߤΑΔʹ༺׆৘ใの্ػ౓Խɺߴӡ༻のߓۭ
ࢪ࣮

※国立研究開発法人
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（ 2 ）地方整備局における取組み
技術事務所及び港湾空港技術調査事務所においては、管内の関係事務所等と連携し、建設工事用材

料及び水質等の試験・調査、施設の効果的・効率的な整備のための水理実験・設計、環境モニタリン
グシステムの開発、施設の維持管理に関する調査等、地域の課題に対応した技術開発や新技術の活用・
普及等を実施している。

（ 3 ）建設・交通運輸分野における技術研究開発の推進
建設技術に関する重要な研究課題のうち、特に緊急性が高く、対象分野の広い課題を取り上げ、行

政部局が計画推進の主体となり、産学官の連携により、総合的・組織的に研究を実施する「総合技術
開発プロジェクト」において、令和2年度は、「建築物と地盤に係る構造規定の合理化による都市の
再生と強靱化に資する技術開発」等、計6課題について、研究開発に取り組んでいる。
また、交通運輸分野においても、安全環境、人材確保難等の交通運輸分野が抱える政策課題解決に

資する技術研究開発を、産学官の連携により推進しており、2年度は、「高精度測位技術を活用した
自動離着桟システムに関する技術開発」に取り組んでいる。

（ 4 ）民間企業の技術研究開発の支援
民間企業等の研究開発投資を促進するため、試験研究費に対する税額控除制度を設けている。

（ 5 ）公募型研究開発の推進
建設分野の技術革新を推進していくため、国土交通省の所掌する建設技術の高度化及び国際競争力

の強化、国土交通省が実施する研究開発の一層の推進等に資する技術研究開発に関する提案を公募す
る「建設技術研究開発助成制度」では、政策課題解決型技術開発公募（2～ 3年後の実用化を目標）
の公募を行い、令和2年度は新規7課題、継続10課題を採択した。
また、交通運輸分野については、安全安心で快適な交通社会の実現や環境負荷軽減等に資するイノ

ベーティブな技術を発掘から社会実装まで支援する「交通運輸技術開発推進制度」において、新規4
課題、継続4課題を実施した。さらに、同制度の研究課題の紹介と成果の普及・促進を図るとともに、
時事の技術テーマを選んで広く議論する「交通運輸技術フォーラム」を、今年度は新型コロナウイル
ス感染症対応をテーマに3年3月9日に開催した。

 2	 公共事業における新技術の活用・普及の推進
（ 1 ）公共工事等における新技術活用システム
民間事業者等により開発された有用な新技術を公共工事等で積極的に活用するための仕組みとし

て、新技術のデータベース（NETIS）を活用した「公共工事等における新技術活用システム」を運用
しており、令和2年度は公共工事等に関する技術の水準を一層高める画期的な新技術として推奨技術
等を6件選定した。また、脱炭素社会実現に向け、NETISにCO2削減関連技術の専用ページを新設した。

（ 2 ）新技術の活用促進
公共工事等における新技術の活用促進を図るため、各設計段階において活用の検討を行い、活用の

効果の高い技術については工事発注時に発注者指定を行っている。発注者や施工者が新技術を選定す
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る際に参考となる技術の比較表を、工種・テーマ毎に作成・公表し、新技術の活用促進を図っている。
また、令和2年度より、一部を除く直轄土木工事において新技術の活用を原則義務化している。

	 第3節	 建設マネジメント（管理）技術の向上

 1	 公共工事における積算技術の充実
公共工事の品質確保の促進を目的に、中長期的な担い手の育成及び確保や市場の実態の適切な反映
の観点から、予定価格を適正に定めるため、積算基準に関する検討及び必要に応じた見直しに取り組
んでいる。
公共工事の土木工事では、建設現場における生産性を向上させ、魅力ある建設現場を目指す
i-Constructionの推進のため、「i-Constructionにおける「ICTの全面的な活用」について」に示され
た実施方針に基づき、ICT活用工事に係わる積算基準等の改定を行い、中小企業を対象とする工事を
含めてICTを全面的に活用した工事等を積極的に実施し、建設現場におけるプロセス全体の最適化を
図っている。
積算基準全般においては、法令や設計基準の改定の他、経済社会情勢の変化や市場における労務及
び資材等の取引価格を的確に反映し、最新の施工実態や地域特性等を踏まえた見直しを行っている。

 2　	 BIM/CIMの取組み
BIM/CIM（Building/ Construction Information Modeling, Management）は、調査・計画・設計段
階から施工、維持管理の建設生産・管理システムの各段階において、3次元モデルを連携・発展させ、
あわせて事業全体に携わる関係者間で情報を共有することで、生産性向上とともに品質確保・向上を
目的とするものである。平成24年度からBIM/CIM活用業務・工事の試行を始め、令和3年3月まで
に累計1,506件を実施し、活用を拡大している。5年度までに小規模を除く全ての公共工事において
BIM/CIM活用へ転換することを目指す。
令和2年度には、BIM/CIMモデルを作成するという視点から、事業の各段階においてBIM/CIMを
効果的に活用するという視点で既存基準要領等を見直すとともに、3次元モデル成果物の作成方法を
明確化し、新規要領の策定を行った。また、BIM/CIMを扱うことのできる技術者を育成するための
研修プログラムやテキストの作成を行い、今後更なるBIM/CIMの活用拡大を図っていく。
官庁営繕事業においては、平成22～ 24年度にBIM導入の試行を行い、この結果等を踏まえ、26
年3月に「官庁営繕事業におけるBIMモデルの作成及び利用に関するガイドライン」を作成した。
30年8月には施工段階のBIM活用事例を追加するなどの改訂を行い、30年以降は発注者指定による
BIMの試行を実施するなど、更なるBIM活用を図っている。
また、官民一体となってBIMの推進を図る「建築BIM推進会議」（事務局：国土交通省）を令和元
年6月に設置し、BIMを活用した建築生産等の将来像と、その実現に係る工程表をとりまとめた。

【関連リンク】
i-Construction（再掲）　URL：https://www.mlit.go.jp/tec/i-construction/index.html
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	 第4節	 建設機械・機械設備に関する技術開発等
（ 1 ）建設機械の開発及び整備
国が管理する河川や道路の適切な維持管理、災害復旧の迅速な対応を図るため、維持管理用機械及

び災害対策用機械の全国的な整備及び老朽化機械の更新を実施している。
また、治水事業及び道路整備事業の施工効率化、省力化、安全性向上等を図るため、建設機械と施

工に関する調査、技術開発に取り組んでいる。

（ 2 ）機械設備の維持管理の合理化と信頼性向上
災害から国民の生命・財産を守る水門設備・揚排水ポンプ設備、道路排水設備等は、その多くが高

度経済成長以降に整備されており、今後、建設から40年以上経過する施設の割合は加速度的に増加
する見込みである。これらの機械設備は、確実に機能を発揮することが求められているため、設備の
信頼性を確保しつつ効率的・効果的な維持管理の実現に向け、状態監視型の保全手法の適用を積極的
に推進している。
また、ポンプは従来一品毎に設計、製作、据付を行っていたが、これを小型化・規格化し、かつ、

各機器のマスプロダクツ化を徹底して図ることにより大幅なコストダウン、コンパクト化を行うと共
に、メンテナンス性の向上等を図る必要がある。
機械設備にかかる大更新時代の到来が必然である中、更新を契機ととらえ、これら機械設備に係わ

る諸課題について検討することを目的にしたマスプロダクツ型排水ポンプ開発にも着手する。

（ 3 ）建設施工における技術開発成果の活用
大規模水害、土砂災害、法面崩落等の二次災害の危険性が高い災害現場において、安全で迅速な復

旧工事を行うため、遠隔操作が可能で、かつ、分解して空輸できる油圧ショベルを開発し、平成26
年度までに11台配備した。30年度には、土砂崩落により民家4軒が被災した大分県中津市耶馬溪町
や北海道胆振東部地震で河道閉塞した北海道厚真町厚真川に派遣するなど、災害復旧活動に活用して
いる。

（ 4 ）AI・ロボット等革新的技術のインフラ分野への導入
我が国の社会インフラをめ

ぐっては、老朽化の進行、地震及
び風水害の災害リスクの高まり等
の課題に直面している。そこで、
ロボット開発・導入が必要な「5
つの重点分野」（維持管理：橋梁・
トンネル・水中、災害対応：調
査・応急復旧）において、実用性
の高いロボットの開発・導入を図
ることで、社会インフラの維持管
理及び災害対応の効果・効率の向
上に取り組んできた。平成26 ～

 図表Ⅱ-10-4-1 AI開発支援プラットフォーム
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29年度、「5つの重点分野」に対応できるロボットを、直轄現場等において検証・評価を実施した。
維持管理分野の内、現場検証によって一定の性能が確認された技術については、実際の点検に導入さ
れている。今後は、「人の作業」の支援に加え、「人の判断」の支援が生産性向上のカギであり、建設
生産プロセス、維持管理、災害対応分野での人工知能（AI）の社会実装を推進する。このために、土
木技術者の正しい判断を蓄積した「教師データ」を整備・提供し、民間のAI開発を推進する「AI開
発支援プラットフォーム」の開設を目指している。
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